






テレワーク

　テレワークは、国が推進している「働き方改革」における 9 つのテーマのうちの 1 つで、ICT（Information and 
Communication Technology : 情報通信技術）を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方と定義されてい
ます。この働き方により、通勤が難しいために働くことをあきらめていた方や通院や治療などでフルタイム勤務が難し
い人、地方に在住で通勤できる範囲に企業が少ない人などにとって便利な働き方です。
　テレワークでは、働く場所は、自宅で仕事をする在宅勤務、移動中や出張先などで仕事をするモバイル勤務等複数あ
ります。最近は、自宅では仕事に集中できる環境がつくりにくい人が利用するサテライトオフィス勤務などもあります。
　テレワークの頻度には完全テレワーク勤務と部分テレワーク勤務があります。通勤することが難しい場合は、完全テ
レワーク勤務となりますが、通勤とテレワークを組み合わせた働き方もあります。例えば、基本は通勤していても、通
院日や天候等で通勤することが難しい場合などにテレワーク勤務に切り替え、仕事を休まずにすむといったメリットも
あります。
　テレワークで働く＝在宅勤務＝孤独に業務を行うイメージを持っている人も少なくないかもしれません。しかし、
Web 会議やメッセンジャーなど様々なコミュニケーションツールを使うことによって、出勤している時と同じように職
場の上司や同僚と共にチームで仕事をすることが可能になっています。
　病気や障害がありテレワークで働いている方の事例をいくつかご紹介します。

　病院に入院して生活介助を受けながら、病院の一角を仕事スペースにして働いています。
　1 日２〜 3 時間、週 5 日勤務で、企業訪問するコンサルタントに Web 会議ツールを利用して同席し、打合せの議事
録作成などのアシスタント業務をするほか、メールマガジンの原稿執筆を担当しています。高校時代にテレワークとい
う働き方を知り、この働き方なら自分も働けると確信し、在宅就労実習に参加したり Web デザインを学んだりしながら
就職活動をしました。

　足が不自由で、歩行に杖を使うため、通勤に危険が伴うことや、体温調整ができないことから、在宅勤務での就職を
目指していました。テレワーク専門の人材紹介サービスに登録して、「人間性が良ければ仕事のスキルは入社後について
くる」という人柄を重視した採用をしている企業に就職。1 日 8 時間、週 3 日勤務で、自社製品を使っているユーザー
からの問合せに対応するカスタマーサポート業務を担当しています。

　オフィス家具のデザイン業務をしていた時に精神障害を発症し退職。その後ジストニアも発症し、在宅勤務で働くこ
とを目指し、社会福祉法人で 2 年間 IT の在宅訓練プログラムを受講していました。社内の働き方改革を自社サービスと
して展開している企業に就職し、マーケティング部門で、自社ホームページの更新などの広報業務を担当しています。
　
　このように、病状の変化や定期的な通院・入院治療と就労が両立できる働き方として、テレワークはとても有効な働
き方です。テレワーク制度を導入する企業も増えてきており、働き方の選択肢のひとつになっています。

脊髄性筋萎縮症（20 代、男性）：コンサルティング会社勤務

多発性硬化症（30 代、男性）：外資系企業勤務

精神障害とジストニア（40 代、男性）：IT サービス企業勤務

事例 15

事例 16

事例 17
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テレワークとは

テ レ ワ ー ク ＝ t e l e  w o r k
離れた場所 働く

ICT を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方

モバイルワーク

サテライトオフィス

オフィス

在宅勤務

今まで働きたくても
働けなかった人が働けるように !!

勤務先以外のオフィススペースでパ
ソコンなどを利用する働き方。一社
専用で社内 LAN がつながるスポッ
トオフィス、専用サテライト、数社
の共同サテライト、レンタルオフィ
スなどの施設が利用される

自宅を就業場所として、会社とは
パソコンとインターネット、電話、
ファックスで連絡をとる働き方

（雇用型テレワーク：
企業に勤務する被雇用
者が行うテレワーク）

施設に依存せず、いつでも、どこで
も仕事が可能な状態のもの。顧客先
や移動中に、パソコンや携帯電話を
使う働き方

（注）実施頻度により、常時テレワークと、テレワーク勤務が週 1 〜 2 日や月数回、または 1 日の午前中だけなどに限ら
れる随時テレワークがあり、実際は様々な形態で導入されています。
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難病に関する情報の普及と啓発

難病情報センター
　難病情報センターでは、主に国が調査や研究の対象となっている難病について、患者さん、ご家族、医療関係者に参
考となる情報を、インターネットで提供しています。

　難病になると、病気に関する不安はもちろん、生活や仕事などについても悩みは尽きませんが、このホームページは、
そのような不安や悩みの軽減に役立つものです。
　まずは、自分の病気についてよく知ることから始めましょう。難しい用語も索引機能を使うことで理解しやすく、病
気の治療や健康管理に役立ちます。そして、病気と付き合いながら暮らしていくために必要な医療制度や保険の制度を
知ることも大事です。時には、患者会や Q&A コーナーを活用し、同じ病気を持つ人たちとのつながりが、あなたの生活
や生き方を助けてくれることでしょう。

　最後に、就労を希望される方も、在職中に難病になった方も、治療を続けながら職業生活を送ることは、一人の力だ
けでは困難が多いものです。難病情報センターには「就労支援関連情報」が掲載されて
います。
　この中には、左の項目について全国の関連機関とのリンクが貼られています。仕事と
治療の両立　お役立ちノート〈難病編〉をあわせて活用することで、あなたの就労の手
助けとなるでしょう。

難病情報センターＨＰ掲載内容の例

病気について

病名索引 ・病名を 50 音索引から探すことができます

病気説明 ・病気の詳しい説明を見ることができます

用語説明 ・難しい専門用語を 50 音索引で調べることができます

就労について 就労情報 ・就労を支えるための情報を見ることができます

医療費について 医療費助成
・国が実施している医療費の助成制度についての説明を見ること

ができます

当事者の会について 患者団体一覧
・一般社団法人　日本難病・疾病団体協議会（JPA）や患者団体

50 音順一覧、患者団体申請書とリンクしています

制度やサービス
各種制度・
サービス案内

・難病に関連する各種制度の一覧と説明を見ることができます
　例）医療保険・介護保険制度の説明、
　　　小児慢性特定疾病対策についてなど
・全国の難病相談支援センターへリンクしています
・制度の利用の仕方をアニメーションで見ることができます

その他 相談窓口など
・各種問い合わせ窓口の案内があります
・Q&A コーナーで調べることができます
・難治性疾患研究班の情報などを入手できます

■難病患者の就労情報
■都道府県労働局
■全国ハローワーク所在地
■地域障害者職業センター
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もっと詳しい情報を得るには ?

1  難病情報センター
http://www.nanbyou.or.jp/

3  高齢・障害・求職者雇用支援機構「難病のある人の就労支援のために」
http://www.nivr.jeed.or.jp/research/kyouzai/36_nanbyou.html

5  難病相談支援センター
難病情報センター HP　難病相談支援センター一覧
http://www.nanbyou.or.jp/entry/1361

7  地域障害者職業センター
独立行政法人　高齢・障害・求職者支援機構 HP　地域障害者職業センター一覧
http://www.jeed.or.jp/location/chiiki/

2  厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nanbyou/
index.html

4  事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン
http://www.mhlw.go.jp/file/
06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000161577.pdf

6  ハローワーク
厚生労働省 HP　ハローワーク一覧
http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html

8  産業保健総合支援センター
独立行政法人　労働者健康安全機構 HP　産業保健総合支援センター一覧
https://www.johas.go.jp/Default.aspx?TabId=578
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NOTE
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　本冊子は、2018 年度厚生労働行政推進調査事業補助金　難治性疾患等政策研究事業（難治性疾
患政策研究事業）【難病患者の総合的支援体制に関する研究】班（研究代表者　小森哲夫）により
作成されました。

〈編著〉植竹　日奈（国立病院機構まつもと医療センター）

　なお本冊子は、2017 年度厚生労働行政推進調査事業補助金　難治性疾患等政策研究事業（難治
性疾患政策研究事業）【難病患者の地域支援体制に関する研究】班（研究代表者　西澤正豊）によ
り作成された「健康管理と職業生活の両立ワークブック（難病編）」を引用し、再編集しました。

〈執筆〉春名由一郎（独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構　障害者職業総合センター）
　　　　伊藤美千代（東京医療保健大学　千葉看護学部　看護学科）

　　　　秋葉　祥枝（東京都難病相談支援センター）
　　　　石川　泰延（千葉大学医学部附属病院　地域医療連携部）
　　　　石原　友哉（ウエルシェアオアシス株式会社）
　　　　薄田たか子（一般社団法人　埼玉県障害難病団体協議会）
　　　　大野　則子（群馬県難病相談支援センター）
　　　　勝澤　香織（独立行政法人　国立病院機構　東埼玉病院）
　　　　金古さつき（群馬県難病相談支援センター）
　　　　倉持　利恵（株式会社　テレワークマネジメント）
　　　　佐藤　百合（産業保健師）
　　　　志鎌　治子（ハローワークやまがた難病患者就職サポーター ）
　　　　須田　美貴（労働相談須田事務所）
　　　　中川　翔次（神奈川県総合リハビリテーションセンター）
　　　　中金　竜次（ハローワーク横浜 難病患者就職サポーター）
　　　　中本　富美（独立行政法人　国立病院機構　医王病院）
　　　　長島　恵子（さいたま市障害者総合支援センター）
　　　　仲島　雄大（埼玉ＩＢＤの会）
　　　　山口　淑恵（上智大学　総合人間科学部　看護学科）

〈編著〉西澤　正豊（新潟大学脳研究所）
　　　　川尻　洋美（群馬県難病相談支援センター）
　　　　湯川　慶子（国立保健医療科学院）

【参考文献】
■「保健医療機関における難病患者の就労支援の実態についての調査研究」
　（独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構　障害者職業総合センター）
　（2014 年 4 月）
■治療を受けながら安心して働き続けることができる職場づくり（2015 年 3 月）
■事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン（2016 年 2 月）
■職場づくり事例集（2017 年 3 月）
■事業場における治療と職業生活のためのガイドライン 企業・医療機関連携マニュアル
　（2018 年 3 月）
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